
育児休業や育児短時間勤務を取得・利用する従業員の業務を
代替するための体制整備を行った中小企業に対して助成されます。

両立支援等助成金
（育休中等業務代替支援コース）

受給できる事業主  ※下記以外にも、雇用関係助成金共通の要件などいくつかの受給要件があります。

次のいずれかに該当する雇用保険の適用事業所の中小企業事業主

１．手当支給等による代替
育児休業を取得した労働者や育児のための短時間勤務制度を利用した労働者が行っていた業務について、
周囲の労働者に手当等を支払った上で代替させた場合に対する助成

（１）「育児休業」を取得する労働者の代替
①育児休業取得者に７日（うち所定労働日が３日）以上の育児休業を取得させること
②①の育児休業中の業務代替期間について、手当等により総額で１万円以上の賃金増額を行っていること
※１ヵ月未満の場合は、１日あたり５００円と比較して低い方を基準とする
③①の育児休業期間が１ヵ月を超える場合、育児休業終了後に原則として原職等に復帰させ、
３ヵ月以上継続雇用するとともに、就業規則にも原職等復帰を規定化すること

（２）「育児短時間勤務」を利用する労働者の代替
①制度利用者に１ヵ月以上の育児のための短時間勤務制度を利用させること
※１日所定労働時間７時間以上の労働者が、１日１時間以上短縮した場合が対象
②①の制度利用期間中の業務代替期間について、手当等により総額で３，０００円以上の賃金増額を行っていること
※１ヵ月未満の場合は、１日あたり１５０円と比較して低い方を基準とする

２．新規雇用による代替
育児休業を取得した労働者が行っていた業務を代替する労働者を新規に雇い入れた場合に対する助成
（新規の派遣受け入れを含む）
（１）育児休業取得者に７日（うち所定労働日が３日）以上の育児休業を取得させること
（２）次の要件を満たす労働者を雇い入れ、（１）の従業員の育児休業期間中に業務を代替すること

①育児休業取得者と同一の事業所および部署で勤務していること
②所定労働時間が育児休業取得者の２分の１以上であること

（３）（１）の育児休業期間が１ヵ月を超える場合、育児休業終了後に原則として原職等に復帰させ、
３ヵ月以上継続雇用するとともに、就業規則にも原職等復帰を規定化すること

受給内容

（ ）内の額は、社会保険労務士に業務体制整備を委託した場合の受給額
＜ ＞内の額は、プラチナくるみん認定事業主の受給額
※育児休業等に関する情報公表加算（１回限り、２万円）の適用あり
※有期雇用労働者である場合：１０万円加算

取り扱い機関

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

１．手当支給等 ２．新規雇用

育児休業 短時間勤務 育児休業

業務体制
整備経費

１人目６万円（２０万円）

※育休１ヵ月未満：２万円
１人目３万円（２０万円）

－

手当支給
総額

３／４＜４／５＞

※上限１０万円／月

１２ヵ月まで

３／４

※上限３万円／月

子が３歳になるまで

支給額
１．２．の合計額

最大１４０万円

１．２．の合計額

最大１２８万円

代替期間に応じた額を支給

最短：７日以上１４日未満 ９万円 ＜１１万円＞

最長：６ヵ月以上 ６７万５，０００円＜８２万５，０００円＞
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